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Ａ.研究目的： 

 様々な微生物の薬剤耐性（AMR）は、今なお世界的

な公衆衛生上の大きな課題である。日本ではAMR対策

の成果として抗菌薬の消費量（AMU）、なかんずく経

口抗菌薬におけるAMUが大幅に低下したことが明らか

になった。しかし抗菌薬や手指消毒薬使用量の適正性、

とりわけ静注抗菌薬の適正性を測る指標については

明確なものがない現状がある。さらに発生動向に注視

を必要とする微生物も複数存在するが、その集団発生

をいち早く捉えて報告するための基準にも確固とし

て定義されたものはない。本研究ではこうした現状を

踏まえ、以下の事項を明らかにすることを目標とする。 

1． 静注抗菌薬の適正使用・手指衛生に関する指標

の検討 

2． AMU減少に対する安全性の検討 

3． 多剤耐性緑膿菌の届出体制の評価 

4． AMR事例のリスク評価と対応策の検討 

5． アジア太平洋の AMRアウトブレイク対策の改善 

 

Ｂ.研究方法:  

(1) 静注抗菌薬の適正使用・手指衛生に関する指標

の検討 

 レセプトデータを用いて主要な感染症（菌血症な

ど）による入院患者にどのような抗菌薬がどの程度

の期間使われているか、また施設ごとの手指消毒薬

消費量を把握する。入院患者の病名・細菌感受性検

査結果から、静注抗菌薬使用の適正性を評価する。 

(2) AMU減少に対する安全性の検討 

 国立病院機構のデータベースである The National 

Career Development Association (NCDA)のデータを

用いることとし、データの利用申請を行った。また、

世界各国の AMU 情報を収載した IQVIA 社の MIDAS デ

ータを用いて時系列分析を行い、静注抗菌薬消費量の

一時的な減少傾向と新型コロナウイルス感染症
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(COVID-19)の関連について精査した。加えてベトナム

の一般人を対象にアンケート調査を行い、プライマ

リ・ケアにおける AMUの経済的な負荷、それを適切に

減らし得る対策について検討した。 

(3) 多剤耐性緑膿菌の届出体制の評価 

 石川県内全89病院を対象として質問紙調査を行っ

た。許可病床数等病院の基本情報と 2018年から 2023

年の各年における入院患者での、培養検査検体提出

患者数、カルバペネム耐性緑膿菌 (Carbapenem-

resistant Pseudomonas aeruginosa, CRPA)分離患者

数 及 び 多 剤 耐 性 緑 膿 菌 (Multidrug-resistant 

Pseudomonas aeruginosa, MDRP)分離患者数に関する

質問紙を、2024年 6 月に Emailで配布し回収した。 

(4) AMR 事例のリスク評価と対応策の検討 

 北海道内全保健所の感染症法担当部署に所属して

いる正職員（以下、実務者）238名を対象にして、2024

年 8～9月の間に、北海道電子自治体共同システムを

利用したインターネットによる匿名式の調査を行っ

た。調査項目は、薬剤耐性（AMR）対策等推進事業（全

国保健所長会協力事業）や AMR 臨床リファレンスセ

ンターの抗菌薬意識調査レポート等の先行文献を参

考に、①基本特性（職種、職位、感染症業務の職務年

数等）、②AMR に関する認識（公衆衛生上の重大性、

平時及び有事の保健所の役割、研修希望テーマ等）、

③知識（院内感染対策、疾患特性、施策、保健所の役

割等）、④取組（医療機関との会議参加状況、AMR 関

連の相談対応歴や発生届対応歴）とした。 

 今回、調査回答があった 150 名のうち、事務職を

除く専門職（108名）に関する結果をまとめた。分析

方法について、量的データは記述統計及び、平時にお

ける保健所の役割があると思う群と不明群との特徴

の比較をFisherの正確確率検定で実施し有意水準を

<0.05とした。質的データは、フリーソフトウェア（KH 

coder）による語の抽出及びデータの特徴を把握し、

カテゴリー別に分類・分析を実施した。 

 また栃木県内の 107 の病院において主に感染管理

担当者及び検査担当者を対象に、以下の 2 つのアン

ケートを実施した。調査期間は 2024 年 9 月 30 日か

ら 2024年 10月 31日とした。 

1）Google forms を用いた web アンケート調査

でカルバペネム耐性腸内細菌目細菌

(Carbapenem-resistant Entrobacterales, 

CRE)の検査体制や対応状況について 2022 年の

状況。 

2）2021-2022 年に分離された CRE につて薬剤感

受性試験やカルバペネマーゼ確認検査の結果。 

(5) アジア太平洋の AMR アウトブレイク対策の改善 

 ブルネイ、フィリピン、モンゴルにおいてそれぞれ

アウトブレイク対応に関するワークショップを実施

した。 

 

Ｃ.研究結果:  

1．静注抗菌薬の適正使用・手指衛生に関する指標の

検討 

NCDA の利用申請を行い、承認された。次年度以降同

データを用いた解析を進めていく。 

 手指消毒薬の消費量は、CRE、CRPAなどの多剤耐性

グラム陰性桿菌の発生率と明らかな相関は見られな

いことを原著論文として報告した(Hayakawa et al. 

J Infect Public Health 2024、AMR対策アクション

プラン中の戦略 2-1、2-2、3-1に該当)。 

2．AMU減少に対する安全性の検討 

 MIDASデータを用いた検討では、COVID-19パンデミ

ック期におけるAMUの減少傾向は静注抗菌薬について

も経口抗菌薬と同様であった。その減少は一時的なも

のであり、COVID-19そのものの影響と言うよりは移動

制限などのNon-pharmaceutical interventionの影響

による可能性が高いことが示唆された (Tsuzuki and

 Koizumi et al. Clin Miclobiol Infect 2025、戦

略2-2に該当) 。ベトナムのプライマリ・ケアにおい



てインフルエンザ・Respiratory syncytial virus 

(RSV)の迅速検査キットを利用することが、安全にAM

Uを減少させる対策となる可能性を示した。結果は国

際学会で発表され(ICC2024、イスタンブール)、原著

論文として投稿中である（戦略1-2、2-2に該当）。 

3．多剤耐性緑膿菌の届出体制の評価 

 2018年から2023年の各年における各病院での培養

検査検体提出患者数、CRPA分離患者数及びMDRP分離患

者数の合計の推移に大きな変動はなかった。許可病床

数との関係では、許可病床数が多い病院ほどCRPA分離

患者数が多い一方、CRPA分離率は許可病床数に関わら

ず一定であった。 

4．AMR事例のリスク評価と対応策の検討 

 北海道で実施した質問票調査について、回答割合は

45％（108/238）であった。実務者の95％（103/108）

が「AMRは公衆衛生上、重要な問題である」と同意し

た一方、実務者の97％（105/108）が苦手意識を持っ

ており、その理由として対応経験の不足（62％、65/

105）、知識の不足（48％、47/105）、研修機会の不

足（11％、11/105）に関する記述が多かった。 

「抗菌薬・抗生物質はかぜに効くと思いますか？」の

問いの正答が73％（79/108）であった一方、誤答が1

2％（13/108）、「分からない」の回答が15％（16/1

08）であった。職務年数に関わらず院内感染対策に関

する内容を知っている割合が高かった一方、それ以外

の項目については知っている割合が50％を下回り、比

較的低い傾向であった。 

 AMR関連の発生届（感染症発生動向調査5類感染症の

うち、カルバペネム耐性腸内細菌目細菌感染症、バン

コマイシン耐性腸球菌感染症、薬剤耐性アシネトバク

ター感染症の3疾患）のいずれかの対応歴がある者は

22％（24/108）であり、職務年数に関わらず対応して

いた。また、発生届に対する対応内容について、届出

医療機関への確認や行政検査対応の対応割合が高い

傾向であった一方、院内及び地域の感染拡大に関する

リスク評価の対応割合は低い傾向であった。 

 栃木県で行ったwebアンケートでは、回答があった

のは33病院（回答割合31%）、菌株情報アンケートに

回答（以下、菌株情報回答病院）があったのは22病院

（回答割合21%）であった。これらの病院は対象とし

た107病院と比較して感染対策向上加算1算定病院（以

下、加算1病院）や病床数が多い病院の割合が高かっ

た。Web回答病院と菌株情報回答病院では、加算算定

状況、細菌検査室の設置状況、カルバペネマーゼ確認

検査やCREの感染対策の実施状況に大きな差はなかっ

た。 

 CREは菌株情報回答22病院のうち11病院（50%）で分

離されており、そのうち10病院（91%）は加算1病院で

あった。また、355株中350株（99%）は加算1病院で分

離されていた。CREの届出基準のうち、メロペネムの

最小発育阻止濃度（minimum inhibitory concentrat

ion：MIC）が≧2µg/mLの基準（以下、メロペネム基準）

を満たした株は355株中49株（14%）であった。 

5．アジア太平洋のAMRアウトブレイク対策の改善 

 ワークショップにはそれぞれ40名を超す参加者が

参集した。これらの研修を通じ、医療機関におけるA

MRアウトブレイク対応力強化に関し、経済的人的資源

が限られること、検査室のキャパシティに制限がある

こと、医療従事者の中でも耐性菌についての基本的知

識が十分でないこと、リスク評価手法の理解が進んで

いないこと、保健行政と病院とのアウトブレイク対応

経験が乏しいこと、等複数の国で共通の課題が確認さ

れた。 

 

Ｄ.考察：  

1．静注抗菌薬の適正使用・手指衛生に関する指標の

検討 

 静注抗菌薬もCOVID-19パンデミック期には経口抗

菌薬同様の一時的な減少傾向が見られ、その減少は医

師の診療行動の変容と言うよりは移動制限等に伴う



患者数自体の減少である可能性が示唆された。静注抗

菌薬の適正使用も、単純な消費量によらない多面的な

評価が必要と考えられた。 

2．AMU減少に対する安全性の検討 

 迅速検査を適切に用いることで、呼吸器感染症診療

のプライマリ・ケアにおいて安全にAMUを減少させる

ことが可能であることが示唆された。今回の考察はベ

トナムでの研究成果に基づくため直ちにこの結果が

日本に該当するかは確かではないが、一般に医師の処

方はその診断に基づいて決定されるため、日本でも同

様の結果が得られることは十分に期待でき、今後国内

でも同様の現象が見られるか検討していく。 

3．多剤耐性緑膿菌の届出体制の評価 

 病院の規模に依らず、積極的な細菌検査によりCRP

Aが多く分離されることが示唆された。MDRPは石川県

感染症発生動向調査におけるMDRP感染症の定点当た

り報告数は2013年以降ほとんどゼロだったが、一部の

病院でMDRPが分離されていたことが明らかとなり、患

者の転院等による感染伝播が起こりうることが示唆

された。 

4．AMR事例のリスク評価と対応策の検討 

 北海道で行った調査からは、多くの実務者が「AMR

は公衆衛生上、重要な問題」と認識していた一方、苦

手意識を持ちながらAMRの取組や対応に従事していた

ことが明らかとなった。また医療機関からのAMR関連

の相談対応歴や発生届対応歴のある者は一部に限ら

れ、さらに実務者によってAMR関連の届出に対する対

応内容にばらつきがあることも確認された。AMR対策

推進の観点から、実務者を対象としたAMR研修の需要

とその必要性は高く、様々な機会を活用して、AMRの

知識及び対応力の向上を図るための人材育成が必要

と考えられた。 

 栃木県内で行った調査からは、県内の加算1病院に

おけるカルバペネマーゼ確認検査の実施体制は概ね

整っていると考えられた。2025年4月7日以降、CREの

報告の必要性はメロペネムの感受性による基準のみ

となったため、今回の結果から多くの株が報告対象外

となり、病院や保健所・地方感染症情報センターの報

告上の負担が軽減されることが期待される。 

5．アジア太平洋のAMRアウトブレイク対策の改善 

 今後リスク評価に関して、実践の前にその概念の理

解を深める取り組みが必要であると考えられた。活発

な議論を行う事で、現地での病院間のネットワーク強

化としても重要な機会になったと考えられた。また、

本邦以外での薬剤耐性菌集団発生対応の準備状況やF

ield Epidemiology Training Program (FETP)の対応

力強化への関わりについての情報収集を行う貴重な

機会になった。 

 

Ｅ.結論：  

1．静注抗菌薬の適正使用・手指衛生に関する指標の

検討・2．AMU減少に対する安全性の検討 

 静注抗菌薬の消費量は移動制限などの政策によっ

ても左右されるため、多面的な評価が必要である。人

口レベルでのAMU減少が、同じく人口レベルでの死亡

率に寄与するかは今後の検討を要する。 

 また感染症診療において迅速検査を適切に活用す

ることは、安全なAMU減少に繋がりうる。 

3．多剤耐性緑膿菌の届出体制の評価 

 推計では、石川県全体で少なくとも年間283人のCR

PA分離患者が発生することが見込まれた。MDRPは患者

の転院等による感染伝播が起こりうることが示唆さ

れた。推計では、石川県全体で少なくとも年間7人の

MDRP分離患者が発生することが見込まれた。今後、分

離患者の保菌患者/感染症患者の内訳や重症度等に関

する更なる研究を予定している。 

4．AMR事例のリスク評価と対応策の検討 

 北海道内保健所のAMR対策推進の観点から、様々な

機会を活用して、AMRの知識及び対応力の向上を図る

ための人材育成が必要であり、その一つの機会として、



上位職を対象に含めた実務者向けの研修が有用であ

ると考えられた。 

 栃木県内で実施した調査からは、加算1病院のCRE検

査実施態勢は概ね整っていると考えられ、新たな報告

基準が導入されたことにより、今後は報告のために生

じる負担が減少すると思われた。 

5．アジア太平洋のAMRアウトブレイク対策の改善 

 いくつかの共通する課題が確認されたため、ワーク

ショップや研修を実施する場合、それらをカバーした

研修内容としていくことが望ましいと考えられた。 

 アジア太平洋のAMRアウトブレイク対策の改善に関

しては、今後もWHO西太平洋地域事務局と連携しつつ、

AMR に関するアジア太平洋ワンヘルスイニシアチブ

（Asia-Pacific One Health Initiative on AMR：AS

PIRE）の理念に照らし合わせて効果が見込まれる活動

を更に推進していく事が重要と考えられた。 

 

 

Ｆ.健康危険情報：該当なし 

（分担研究報告書には記入せずに、総括研究報告書に

まとめて記入） 
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